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研究成果の概要（和文）：日本の地方自治体における男女共同参画政策、特に男性対象の政策の現状と課題につ
いて、自治体等を対象としたインタビュー調査や質問紙調査を通して明らかにした。また協力関係にある自治体
との協働で男性を対象とした事業モデルを作成し、事業を実施することができた。コロナ禍によってフィンラン
ドとスウェーデンにおける調査が実施できなくなり、その調査結果をもとに質問項目を作成し実施する予定であ
った全国自治体を対象とした質問紙調査の実施も遅れたため、その結果の分析は今後の課題となった。全国自治
体から男性を対象とした事業に関する資料を収集することができた。これらの資料の分析についても今後の課題
となった。

研究成果の概要（英文）：Through interview surveys and questionnaire surveys of local governments, we
 clarified the current situation and issues of gender equality policies in Japanese local 
governments, especially policies targeting men. We also worked with cooperating local governments to
 create a business model targeting men and implemented the business. Due to the impact of COVID-19, 
we were unable to conduct surveys in Finland and Sweden, and the questionnaire survey of local 
governments nationwide, which was planned to be conducted by creating questions based on the survey 
results, was also delayed, so analysis of the results is a future task. We were able to collect 
materials on projects targeting men from local governments across the country. Analysis of these 
materials is also a future task.

研究分野： 社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
協力関係にある地方自治体や男女共同参画センター等への調査を実施し、その政策の現状と課題を明らかにし
た。また先進的な取り組みを行う全国の自治体や男女共同参画センター等への調査を実施し、産官学民の連携、
キーパーソンとなる市民・職員等の養成、男性や若者を中心とした活動団体の設立・活動支援等、事業案検討に
向けて重要な示唆を得ることができた。協力自治体との協働により、地域特性に合わせた効果的な男性対象の政
策を検討し、実践的な事業モデルを作成することができた。また協力自治体の一部では、自治体や企業との協働
により実際に事業を展開し、男女共同参画の促進に寄与することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
女性の活躍推進のためには、男性が女性の活躍を理解し変革することも重要となる。地方自治

体においても男性対象事業を行うことが定められており、当該自治体の特性に沿った形で計画
を策定し事業を推進することが求められている。女子・女性を対象とする事業が、女性のエンパ
ワーメント推進のために啓発・相談事業から職業訓練や自助グループの形成、自主的な活動グル
ープの育成までさまざまに展開されている一方、男子・男性を対象とする事業は多くの自治体で
予算などの問題から啓発事業にとどまり続けている。本研究では、こうした地方自治体における
男性対象事業の効果的な展開について、ジェンダー研究（特に男性学・男性性研究）の視点から
実践を行い、効果的な男性対象の政策を提示する。 
 
２．研究の目的 
本研究では、ジェンダー研究の視点から地方自治体の男性を対象とした男女共同参画政策の

課題を明らかにし、具体的な検討に向けた調査の実施分析及び男性を対象とした事業モデルを
作成することを目的とする。当事者性を重視し、地方自治体や男女共同参画センター、市民グル
ープ、自治会への聞き取りを実施すると同時に、諸外国の事例や知見を用いた国際的な視点から
男性対象の政策を検討し、当事者と協働して実践的な事業モデルの作成を目指す。 
 
３．研究の方法 
（概要）  
日本の地方自治体における男女共同参画政策、特に男性を対象とした政策の現状と課題を質

問紙調査とインタビュー調査、参与観察といった方法を採用し、量的・質的側面から検証したう
えで、当事者との協働で男性を対象とした事業モデルを作成する。 
①協力関係にある地方自治体の担当者や男女共同参画センター、市民グループ、自治会へのイン
タビュー調査等を実施し、政策の現状と課題を明らかにする。 
②先進的な取り組みを行う全国の自治体や男女共同参画センターへのインタビュー調査等を実
施し、事業案検討の参考とする。 
③諸外国の事例や知見を用いた国際的な視点から男性施策を検討する。 
④当事者との協働により、実践的な事業モデルを作成する。地域特性に合わせた効果的な男性対
象の政策を検討し、日本の男女共同参画社会に寄与する。 
 
 
４．研究成果 
日本の地方自治体における男女共同参画政策、特に男性を対象とした政策の現状と課題につ

いて、地方自治体や男女共同参画センター等を対象としたインタビュー調査や質問紙調査等を
通して明らかにした。また協力関係にある地方自治体との協働で男性を対象とした事業モデル
を作成し、実際に事業を実施、展開することができた。コロナ禍によって、フィンランドとスウ
ェーデンにおける調査が実施できなくなり、それらの調査結果をもとに質問項目を作成し実施
する予定であった全国自治体を対象とした質問紙調査の実施も遅れたため、その結果の分析が
今後の課題となった。全国自治体を対象とした質問紙調査に併せて全国自治体から男性を対象
とした事業に関する資料を収集することができた。これらの資料の分析についても今後の課題
となった。 
 
（１）協力関係にある地方自治体の担当者や男女共同参画センター、市民グループ、自治会を対
象としてインタビュー調査等を実施し、男性対象の政策の現状と課題を明らかにした。コロナ禍
で調査実施に影響が出たが、協力関係にある北海道札幌市、滋賀県彦根市、滋賀県甲賀市、滋賀
県守山市、滋賀県愛知郡愛荘町、大阪府寝屋川市で調査を行うことができた。 
協力自治体の一つである札幌市の事例では、男女共同参画センターの職員や、父親活動グルー

プのメンバー、DV 被害者支援 NPO 職員、札幌市男女共同参画課元職員へのインタビュー調査を
通して、それぞれ次のような現状と課題を明らかにすることができた。 
 
「男性たちにとって男女共同参画センターはある意味で敷居の高い場所であること」 
「男性職員の親切で誠実な声掛けがあると男性参画の道が拓ける。センターは箱ものではなく、
来館者を迎える姿勢が重要であること」 
「市民の集いや活動の場として、男女共同参画センターの立地のよさや職員の関りや企画が、情
報交換や人的ネットワークのつながりの場としても重要な役割を果たしていること」 
「札幌市の男性政策については、男性のグループを作る、つなげるが端緒についたところである
こと。今後の深まりや発展について考察および実践を深めていく必要があること」 
「男女共同参画課の職員が、ジェンダーについて学び自身も様々な人生経験を持っていたこと。
その苦労が行政担当としてセクシュアルマイノリティの問題に共感できたこと。上下関係のな



いジェンダー平等な働き方を希求されていたこと」 
 
札幌市の男性対象の政策については、男性のグループを作る、つなげるが端緒についたところ

であり、行政と地域団体、大学が連係を測って勉強会を実施するなどの具体的なプログラムの必
要性を指摘することができた。 
 
（２）先進的な取り組みを行う全国の自治体や男女共同参画センターへのインタビュー調査等
を実施し、事業案検討の参考とした。 
北海道地方、東北地方、関東地方、北陸地方、中国地方、九州地方の調査を通して、産官学民

の連携、キーパーソンとなる市民・職員等の養成、男性や若者を中心とした活動団体の設立・活
動支援等、事業案検討に向けて重要な示唆を得ることができた。 
 
（３）当事者との協働により、地域特性に合わせた効果的な男性対象の政策を検討し、実践的な
事業モデルを作成することができた。また協力自治体の一部では、自治体や企業との協働により
実際に事業を展開し、当該地域の男女共同参画の促進に寄与することができた。 
 協力自治体の一つである滋賀県彦根市の事例では、若者や企業の参画が課題であった自治体
と具体的な協議を行い、下記の事業モデルを作成し、実際に実施することができた。事業を通し
て、若者、特に男子大学生の活動参画を促進することができた。 
大学生を対象とした男女共同参画座談会の参加者の語りから、男女共同参画やジェンダーに

ついて学ぶ機会が無い（少ない）現状が確認できたため、キャリア教育やゼミ、ボランティア活
動に加えて、大学の一般教養科目でジェンダー関連の科目を開講するなど、一層の対応が必要で
あることを指摘することができた。また座談会は社会学や現代文化を学び、すでにある程度男女
共同参画やジェンダーに関心を持っていると思われる学生の参加が中心となったが、関心を持
っていない学生に対してこそ、このような学びの機会が必要になることを指摘した。男女共同参
画やジェンダーに関心を持っていない大学生、特に男子大学生に対するアプローチ等が、今後の
課題となることを確認することができた。 
 
「大学生を対象とした男女共同参画座談会」 
「企業を対象とした男女共同参画座談会」 
「市職員と大学生の意見交流会」 
「大学生によるパートナーシップ宣誓制度の周知・啓発活動」 
「大学生による男女共同参画をテーマとしたラジオ番組の制作」 
「大学生による市民を対象とした研修講座」 
「講演会の開催」 
 
 同様に、協力自治体の一つである滋賀県の事例でも、若者や企業の参画が課題であった自治体
と具体的な協議を行い、下記の事業モデルを作成し、実際に実施することができた。事業を通し
て、若者、特に男子大学生の活動参画を促進することができた。また大学生を中心とした市民団
体の設立支援を行い、2022 年度に団体が設立された。団体では小学生や地域住民を対象とした
出前講座や研修会（企業との協働）の企画運営等に取り組んでいる。滋賀県や企業との協働で、
この団体の活動支援も継続して行うことができた。 
 
「若い世代からのジェンダー平等推進事業 ジェンダー平等ミーティング」 
「大学生によるジェンダー平等に関する情報発信（滋賀県立男女共同参画センター情報誌や滋
賀県の広報誌に大学生の執筆原稿を掲載）」 
「大学生による啓発用リーフレットの作成」 
「若者を中心とした活動団体の設立支援、活動支援」 
 
（４）コロナ禍によって、フィンランドとスウェーデンにおける調査が実施できなくなり、それ
らの調査結果をもとに質問項目を作成し実施する予定であった全国自治体を対象とした質問紙
調査の実施も遅れたため、その結果の分析が今後の課題となった。調査に併せて全国自治体から
男性を対象とした事業に関する資料（事業概要資料、広報用資料等）を収集することができた。
これらの資料の分析についても今後の課題となった。 
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